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第1. 提出書類及び各様式の記載要領
1. 説明会及び現地見学会参加申込時における提出書類
① 募集要項等に関する説明会参加申込書
(様式 1)
＜1部＞
募集要項等に関する説明会への参加を希望する企業ごとに提出すること。
② 現地見学会参加申込書
(様式 2)
＜1部＞
現地見学会への参加を希望する企業ごとに提出すること。
2. 質問の受付時における提出書類
質問書
(様式 3)
＜1部＞
募集要項 第３- ４‐(３)の記載を確認の上、別途提供するMicrosoft Excelデータに記入して提出すること。
3. 守秘義務対象開示資料の貸与申込時における提出書類
1 守秘義務対象開示資料貸与申込書
(様式 4-①)
＜1部＞
守秘義務対象開示資料の貸与申込を行う企業は、守秘義務の遵守に関する誓約書(様式 4-②)を添付し、記名捺印の上、提出すること。
2 守秘義務の遵守に関する誓約書
(様式 4-②)
＜1部＞
様式に記載の誓約事項を確認し、記名捺印の上、提出すること。
3 第二次被開示者への資料開示通知書
(様式 4-③)
＜1部＞
守秘義務対象開示資料の貸与を受けた企業が、守秘義務の遵守に関する誓約書記載の第二次被開示者に対して守秘義務対象開示資料の全部又は一部を開示したときは、開示後速やかに提出すること。
4 破棄義務の遵守に関する報告書
(様式 5)
＜1部＞
守秘義務対象開示資料の貸与を受けた企業及び当該企業から守秘義務対象開示資料の開示を受けた第二次被開示者は、各々がその使用を終えた時点で、責任を持って同資料を破棄し、様式に記名捺印の上、提出すること。
4. 資格審査に係る審査様式集
1 参加表明書


a. 参加表明書（応募企業用）
(様式 6-①) 
＜1部＞
b. 参加表明書（コンソーシアム用）
(様式 6-②) 
＜1部＞
いずれかの様式に代表者が記名捺印し、印鑑証明書を添付して提出すること。
2 応募者の名称等


a. 応募者の名称等（応募企業用）
(様式 7-①) 
＜1部＞

b. 応募者の名称等（コンソーシアム用）
(様式 7-②) 
＜1部＞
募集要項等に基づき、応募者の名称等を記載すること。本事業の選定に関連する応募者のアドバイザー（その協力会社等を含む。以下「応募アドバイザー」という。）がある場合には、応募アドバイザーについても記載すること。
3 添付書類
＜1部＞
応募企業又はコンソーシアム構成員について以下の書類を添付すること。また、応募アドバイザーについては「a．会社概要」を添付すること。
a. 会社概要（パンフレット等の使用も可）
※原則としてＡ４サイズのものとするが、これと異なる既存の書類があるときは、その提出を認める。
b. 登記簿謄本（直近3カ月以内の現在事項全部証明書）
c. 印鑑証明書
d. 法人税納税証明書
e. 消費税及び地方消費税納税証明書
f. 法人住民税納税証明書（直近2か年分）
g. 法人事業税納税証明書（直近2か年分）
h. 有価証券報告書
i. hがない場合、直近２期分の事業報告及び計算書類（単体及び連結）
※海外の企業については、これらを代替するものとするが、翻訳文を添付すること。
4 資格審査書類
a. 委任状
(様式 8)

＜1部＞
コンソーシアムを構成する場合は、提出すること。
b. 参加資格確認申請書（応募企業用）
(様式 9-①) 
＜1部＞
様式に記載の誓約事項を確認し、代表者が記名捺印の上、提出すること。
c. 参加資格確認申請書（コンソーシアム用）
(様式 9-②) 
＜1部＞
応募者がコンソーシアムである場合には、代表企業以外のコンソーシアム構成員について、様式に記載の誓約事項を確認し、代表者が記名捺印の上、提出すること。
d. 実績を証する書類（応募企業用）
(様式 9-③)

＜1部＞
募集要項　第３‐３‐（３）実績要件に掲げられた事項に係る実績を記載の上、当該実績を確認するための資料を添付して提出すること。
Ａ３サイズの資料を添付する場合には横長片面印刷とし、Ａ４サイズ縦長に折り込みの上、提出すること。
e. 市の競争入札参加資格がない場合の事前申請に必要となる書類   
(a).入札参加資格申請用市税完納証明書　証明願
(様式 10-①) ＜1部＞
(b).暴力団排除に関する誓約書

(様式 10-②) ＜1部＞
市の競争入札参加資格がない者のうち、浜松市内に本店を置く場合又は浜松市内の支店・営業所等へ参加等を委任する場合は、入札参加資格審査申請用市税完納証明書の証明願により、市税完納証明書（又は、課税がない旨の記載を受けた証明願）を取得し、提出すること。
また、暴力団排除に関する誓約書については、市の競争入札参加資格がない者が本審査に応募しようとする場合、代表者が記名捺印の上、必ず提出すること。
5 資格審査の附属資料提出確認書
(様式 11)

＜1部＞
応募者が自ら附属資料を確認した後、必要書類を添付して提出すること。
6 提案概要書
(様式 12)

＜10部＞
作成要領を参照の上、義務事業、附帯事業及び任意事業について、その概要を記載すること。なお、⑥ 提案概要書は上記①～⑤とは別冊として、１０部提出すること。
5. 参加辞退及びコンソーシアム構成員の参加資格喪失等に関する提出書類
資格審査書類の提出後、必要に応じ、提出することができる。
1 辞退届
(様式13)
＜1部＞
提案審査への参加を辞退する場合に、代表者が記名捺印の上、提出すること。
2 参加資格喪失等通知書
(様式14）
＜1部＞
コンソーシアム構成員が参加資格要件を満たさなくなった場合、コンソーシアム構成員を支配している者が変更された場合、又は、新たに第三者に支配された場合に、当該事由の判明後速やかに通知すること。
6. 提案審査書類受付時における提出書類
(1) 提案審査書類
1 提案審査書類提出書
(様式15)
＜1部＞
様式に記載の誓約事項を確認し、代表者が記名捺印の上、提出すること。
2 委任状（コンソーシアム用）
(様式16)
＜1部＞
コンソーシアムの場合、全構成員が記名捺印の上、提出すること。
3 運営権対価提案書
(様式17)
＜１部＞
運営権対価の提案額を記載し、記名捺印の上、提出すること。
4 要求水準書に関する確認書
(様式18)
＜１部＞
様式に記載の誓約事項を確認し、記名捺印の上、提出すること。
(2) 提案書類
(様式19)
＜１７部＞
提案項目、頁数制限等については様式19 提案書様式集 2.作成要領に記載のとおりとする。作成に当たっては、募集要項、要求水準書（案）、モニタリング基本計画（案）、優先交渉権者選定基準等を踏まえ、作成要領を参照すること。なお、提案書類は上記(1)提案審査書類とは別冊として、１７部提出すること。
第2. 作成上の留意点
1. 提出書類の位置付け
書類の作成に当たっては、募集要項、優先交渉権者選定基準等を熟読し作成するとともに、提案書類の審査上及び契約上の位置付けをよく理解すること。
なお、優先交渉権者として選定された場合、提案書類は実施契約の一部を構成するものとなるため、資格審査書類と提案審査書類との内容について齟齬又は矛盾がある場合には、実施契約締結までに調整するものとする。
2. 企業名の記載
提案書類（様式19）では、社名、ロゴマーク等を記載しても構わない。ただし、うち、7部については作成要領を参照して、応募者及び応募アドバイザー、その他本公募に関し特定の応募者への支援・協力を行う者の企業名及び企業を類推できる記載（ロゴマークの使用等を含む。）は行わないこと。
3. 記載内容
各様式の作成については、平易な文章で具体的かつ明確に記述すること。また、具体的かつ明確に記述するために必要な項目等がある場合は、適宜、追加記述すること。
なお、提案を分かり易く説明するための模式図やイラスト等による表現は可能とする。各様式において記述による説明が必要とされている事項（必須記載事項）については、必ず記述すること。記述のない場合は失格とすることがある。
各様式間においては、記載内容の整合性を図ること。
造語、略語は、専門用語、一般用語を用いて初出の個所に定義を記述すること。
他の様式や補足資料に関連する事項が記述されているなど、参照が必要な場合には、該当するページを記述すること。
4. 書式等
各提出書類に用いる言語は日本語、通貨は円、単位は原則ＳＩ単位とすること。
使用する用紙は、表紙を含め、各規定様式を使用し、特に指定のある場合を除き、Ａ４サイズ縦長両面印刷とし、左側2点綴じ冊子とすること。また、様式１２及び様式１９についてはＡ３サイズ横長片面印刷とし、Ａ４サイズ縦長に折り込みの上、他書類と共に冊子とすること。
頁数に制限がある場合は、それを遵守すること。
図表等は適宜使用して構わないが、規定の頁数に含めること。
図面及び図表等を除き、各提出書類で使用する文字の大きさは10.5 ポイント以上とし、特に指定のある場合を除き、左20ｍｍ、右15ｍｍ程度の余白を設定すること。
会社概要及び実績を証する書類については、パンフレット等の使用を認める。
なお、各提出書類はカラーで記載しても構わない。ただし、市は必要に応じて、提出される書類を白黒で複写する場合があることに留意すること。
5. 編集方法
書類の順序は、様式通番のとおりとし、様式が複数ページにわたるときは、右肩にページ番号を付すこと。
各様式は、以下のように取りまとめ、提出すること。
1 資格審査書類
①-1と①-2は別冊とすること。
	①-1 参加表明書
	様式6～11及び会社概要等の添付書類

	①-2 提案概要書
	様式12


2 提案審査書類
②-1と②-2は別冊とすること。
	②-1 提案審査書類
	様式15～18

	②-2 提案書類
	様式19


6. 提出方法
資格審査書類及び提案審査書類は、正本及び副本を指定の部数提出すること。また、副本の表紙には、右肩に通し番号を付けること。
各様式は、Microsoft Word 又は Microsoft Excel を使用して作成すること。
資格審査書類及び提案審査書類の受付時における各提出書類については、各情報が保存されているCD-R又はDVD-R等の電子媒体を3部提出すること。Microsoft Excelで提出を指定している書式についても、当該電子媒体により提出すること。なお、計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし、再計算等が可能な状況で提出のこと。
様式19について、うち7部は応募者の個別の名称を伏せた上での提出を指定している。市が確認の上、応募者及び応募アドバイザー、その他本公募に関し特定の応募者への支援・協力を行う者の企業名及び企業を類推できる記載（ロゴマークの使用等を含む。）が見受けられる場合、市は黒塗りする等企業名を類推できない形にした上で審査を行う場合がある。したがって、様式内で用いる文字、図、表、写真等については、データでのカット＆ペーストができる状態のまま提出すること。

説明会及び現地説明会、質問に係る提出書類
【様式1】募集要項等に関する説明会参加申込書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
募集要項等に関する説明会参加申込書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に係る募集要項等に係る説明会への参加を申し込みます。
■担当者連絡先
	所属部署
	　

	担当者氏名
	　

	連絡先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	メールアドレス
	


■参加者
	所属部署・氏名①
	　○○○部○○○課　　　〇〇　　〇〇

	所属部署・氏名②
	　○○○部○○○課　　　〇〇　　〇〇


· 参加者は本事業に参加を検討する民間企業等とし、1者につき2名までとしてください。
· 会場受付において参加申込書の原本を提出してください。
· 当日は、募集要項等をご持参してください。
· 募集要項等に関する質問は、募集要項等公表時にお示しする方法により提出してください。
· 写真撮影、映像撮影は禁止とさせて頂きます。
· 代表者名及び印鑑は、権限規程に基づく決裁者のものとしてください。
【様式2】現地見学会参加申込書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
現地見学会参加申込書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に係る現地見学会への参加を申し込みます。
■担当者連絡先
	所属部署
	　

	担当者氏名
	　

	連絡先
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	メールアドレス
	


■参加者
	所属部署・氏名①
	　○○○部○○○課　　　〇〇　　〇〇

	所属部署・氏名②
	　○○○部○○○課　　　〇〇　　〇〇


· 参加者は本事業に参加を検討する民間企業等とし、1者につき2名までとしてください。
· 現地までの交通機関は各自で確保してください。
· 会場受付(管理棟玄関)において参加申込書の原本を提出してください。
· 現地見学会中は、写真撮影、映像撮影を許可しますが、誘導する市職員の指示に従ってください。
· 参加する方は、ヘルメットを持参してください。
· 代表者名及び印鑑は、権限規程に基づく決裁者のものとしてください。
【様式3】質問書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
募集要項等に関する質問書
別途提供するMicrosoft Excelデータに記入すること。
守秘義務対象開示資料の貸与申込時における提出書類
【様式4-①】守秘義務対象開示資料貸与申込書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
守秘義務対象開示資料貸与申込書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」の公募に関し、守秘義務の遵守に関する誓約書の提出を条件とする開示資料について、貸与を申し込みます。
	担当者
	

	部　署
	

	資料送付先住所
	〒


	電話番号
	


※ 代表者名及び印鑑は、権限規程に基づく決裁者のものとしてください。
※ 守秘義務対象開示資料の使用を終えた時点で貸与資料を破棄し、破棄完了後、破棄義務の遵守に関する報告書（様式5）を提出してください。

【様式4-②】守秘義務の遵守に関する誓約書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
守秘義務の遵守に関する誓約書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


当社は、今般、浜松市（以下「市」といいます。）から、平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業に係る事業者選定（以下「本公募」といいます。）において、浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業（以下「本事業」といいます。）への参画に係る検討を目的（以下「本目的」といいます。）として、本誓約書を提出した者に市から提供される資料（以下「守秘義務対象資料」といいます。）の提供を受けることを希望します。守秘義務対象資料の提供を受けるに当たっては、下記事項を遵守し、秘密を保持することを誓約します。
記
第１条（利用の目的）
１　当社は、本目的のためにのみ守秘義務対象資料の提供を受けるものであり、本目的以外の目的のために守秘義務対象資料を利用しません。
２　当社は、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、当社が業務を委託する弁護士、公認会計士、税理士等に対し、守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができるものとします。
３　当社は、本目的を達するため必要な範囲及び方法で、市に対して、様式集及び記載要領に示された様式４－③の様式により、事前の書面による通知を行ったうえで、構成企業（構成企業になろうとする者を含みます。以下同じ。）、当社の関連会社（ここでいう関連会社とは当社が出資を受けている親会社、並びに当社の連結子会社及び当社の持分法適用会社を指します。）、協力企業（本事業に関し、業務の委託若しくは請負等を受ける者を指します。）（協力会社になろうとする者を含みます。）（以下「第二次被開示者」と総称します。）に対し、守秘義務対象資料の全部又は一部を開示することができるものとします。
４　当社は、自らの責任において、前二項の定めにより守秘義務対象資料の全部又は一部の開示を受けた者をして本誓約書に定める義務を遵守させるものとし、これらの者がかかる義務に違反した場合には、当社が本誓約書に違反したとみなされて責任を負うことを約束します。
５　当社は、守秘義務対象資料等の市から提供される全ての資料は、参考のために提供されるものであり、市はその内容の正確性について一切の責任を負わないことを承認します。
第２条（秘密の保持）
当社は、市から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料を秘密として保持するものとし、前条に定める場合又は市の事前の承諾ある場合のほか、第三者に対し開示しません。なお、当該市の承諾は、当社及び第二次被開示者ごとに個別に受けるものとします。
第３条（善管注意義務）
当社は、市から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料を、善良な管理者としての注意をもって取り扱うことを約束します。
第４条（個人情報の取扱い）
市から提供を受けた守秘義務対象資料のうち個人情報に該当するものについては、法令等により県、公社及び当社に認められる範囲内でのみ利用、保持し、かつ、法令等により市及び当社に要求されるところに従い適切な管理を行うことを約束します。
第５条（期間）
本書に基づき当社が負う義務は、提案書類の提出に至らなかった場合及び優先交渉権者として選定されなかった場合であっても、存続するものとします。
第６条（損害賠償義務）
当社の本書に違反する行為により秘密が漏洩した場合、当社は、それにより市に生じた損害を賠償することを約束します。
第７条（書類の破棄）
１　市から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料は、提案書類の提出に至らなかった場合及び優先交渉権者として選定されなかった場合、その写しを含めてすべて速やかに破棄することを約束します。また、この場合において、第二次被開示者に対して守秘義務対象開示資料の全部又は一部を開示していたときは、当該第二次被開示者をして、開示を受けた資料及びその写しをすべて速やかに破棄させることを約束します。
２　法令等又は司法機関若しくは行政機関の判決、決定、命令等により守秘義務対象開示資料の情報を保持することが義務付けられているため、前項の規定により守秘義務対象開示資料を破棄することができない場合、当社及び第二次被開示者は、その理由を付して破棄予定日を通知することとし、情報保持を義務付けられた期間が経過したときは、速やかに当該資料・情報等をその写しを含めてすべて破棄することを約束します。
３　当社及び第二次被開示者は、前２項の規定に基づき守秘義務対象開示資料を破棄したときは、市に対し、その旨報告します。
第８条（定義）
本書において、特段に定める場合の他、本書における用語の定義は、本公募の募集要項等の定めるところによることとします。
以 上
※ 代表者名及び印鑑は、権限規程に基づく決裁者のものとしてください。
【様式4-③】第二次被開示者への資料開示通知書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
第二次被開示者への資料開示通知書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」の公募に関し、市から提供又は開示を受けた守秘義務対象開示資料について、以下の者に対して資料を開示しましたので通知します。
なお、これらの情報開示対象者は当社に対し、当社が市に対して制約している守秘義務と同等又はそれ以上の義務を負うことを約束いたします。
■第二次被開示者
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	申込者との関係
	


	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	申込者との関係
	


· 代表者名及び印鑑は、権限規程に基づく決裁者のものとしてください。
第二次被開示者の記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。また、不要な欄は適宜削除してください。

【様式5】破棄義務の遵守に関する報告書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
破棄義務の遵守に関する報告書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


当社は、今般、浜松市から平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に係る運営権者の選定における応募提案を検討することを目的として、守秘義務の遵守に関する誓約書の提出を条件とする開示資料の開示を受けましたが、平成【　】年【　】月【　】日付「守秘義務の遵守に関する誓約書（写）」第7条に基づき、以下のとおり、破棄を完了したことを報告します。
記
	破棄完了日
	

	破棄方法
	


以 上
※ 代表者名及び印鑑は、権限規程に基づく決裁者のものとしてください。
資格審査に係る審査書類様式集
【様式6-①】参加表明書（応募企業用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
参加表明書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」の公募に参加することを表明します。
＜添付書類＞
１．印鑑証明書
※ 代表者の印鑑は印鑑登録済みの代表者印を使用してください。

【様式6-②】参加表明書（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
参加表明書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」の公募に参加することを表明します。
なお、別添「応募企業又はコンソーシアム構成員の構成及び役割分担表」で示す各構成員は、募集要項に示される資格要件を満たしていることを誓約します。
＜添付書類＞
１．印鑑証明書
※ 代表者の印鑑は印鑑登録済みの代表者印を使用してください。

【様式7-①】応募者の名称等（応募企業用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
応募者の名称等
■応募企業
	名　称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


■応募アドバイザー
	名　称
	

	所在地
	

	担当者名
	


※ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。また、不要な欄は適宜削除してください。
※ 応募アドバイザーの協力会社等がある場合も、応募アドバイザーとして本様式に記載してください。

【様式7-②】応募者の名称等（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
代表企業、構成員並びに役割分担表
	応募コンソーシアム名
	


■代表企業
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。


■構成員１
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。


■構成員２
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。


■構成員３
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当者氏名
	
	所 属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	本事業における役割

	※本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。


■応募アドバイザー
	名　称
	

	所在地
	

	担当者名
	


※ 記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加してください。また、不要な欄は適宜削除してください。
※ 応募アドバイザーの協力会社等がある場合も、応募アドバイザーとして本様式に記載してください。

【様式8】委任状
平成　　年　　月　　日
委任状
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


私は、下記の企業をグループの代表企業とし、平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に関し、次の権限を委任します。
＜委任事項＞
１．参加表明に関する件
２．参加資格審査書類の提出に関する件
３．辞退に関する件
４．復代理人の選任及び解任に関する件
■受任者（代表企業）
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


　枚目／　枚中
※：構成員ごとに別葉とすること。
【様式9-①】参加資格確認申請書（応募企業用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
参加資格確認申請書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に係る参加資格要件について、当社は、募集要項　第３‐３‐（３）に定められた応募者に求められる参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び関係書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
なお、募集要項に定められた参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
＜関係書類＞
1． 募集要項　第３‐３‐（３）の実績要件に掲げられている事項に係る実績を証する書類
2． 募集要項　第３‐３‐（３）ア - (ｲ) - d及びeを証する書類（写）
【様式9-②】参加資格確認申請書（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
参加資格確認申請書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に係る参加資格要件について、当社は、募集要項　第３‐３‐（３）に定められた応募者に求められる参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び関係書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
なお、募集要項に定められた参加資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び添付資料の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
＜関係書類＞
1． 募集要項　第３‐３‐（３）の実績要件に掲げられている事項に係る実績を証する書類
2． 募集要項　第３‐３‐（３）ア - (ｲ) - d及びeを証する書類（写）
【様式9-③】実績を証する書類（応募企業用・コンソーシアム用　共通）
■　募集要項　第３‐３‐（３）の実績要件に掲げられている事項に係る実績
【経営】第３‐３‐（３）-ア-(ｱ)の実績を記載してください。
	項目
	内容

	事業名
	

	事業主体（発注者）
	

	事業期間
	　　　年　　月　　日　　～　　年　　月　　日

	契約金額
	

	選定事業者
	

	応募企業名又は
応募コンソーシアム名
	

	応募企業又は
代表企業
	名称
	※上記事業の契約時の名称を記載

	
	所在地
	※上記事業の契約時の所在地を記載

	
	代表者名
	※上記事業の契約時の代表者名を記載

	
	出資割合
	※上記事業の契約時の代表企業の出資割合及び他のコンソーシアム構成員の出資割合を記載

	事業方式
	

	事業の内容
	


　※ 上記実績について確認できる資料（契約書等の写等）は必ず添付してください。また、必要に応じて、事業や施設の概要が記載されている資料も添付することは可とします。なお、外国語の場合には、翻訳も添付してください。
【改築】第３‐３‐（３）-ア-(ｲ) a、b、cの実績を記載してください。
	項目
	機械設備工事
	電気設備工事(※)

	工事種類
	水処理
	汚泥処理
	

	契約金額
	
	
	

	契約日
	
	
	

	発注者
	
	
	

	受注者
	
	
	

	工事名
	
	
	

	工事規模
	万m3/日
	t/日
	


　※ 電気設備については、工事種類は水処理又は汚泥処理のどちらかについて記載してください。水処理について記載する場合は、工事種類欄に「水処理」と、工事規模の単位を「万m3/日」と記載して空欄を埋めてください。汚泥処理について記載する場合は、工事種類欄に「汚泥処理」と、工事規模の単位を「t/日」と記載して空欄を埋めてください。
　※ 上記実績について確認できる資料（「コリンズデータ若しくは契約書写し」、「特記仕様書」、「配置平面図、フロー図等工事範囲が判明するもの」等）は必ず添付してください。
【維持管理】第３‐３‐（３）-ア-(ｳ) a及びbの実績を記載してください。
	項目
	水処理
	汚泥処理

	契約金額
	
	

	契約期間
	
	

	発注者
	
	

	受注者
	
	

	処理場名
	
	

	処理方式
	
	

	処理能力
	m3/日
	t/日

	処理実績
	日最大
	m3/日
	t/日

	
	日平均
	m3/日
	t/日


　※ 上記実績について確認できる資料（契約書等の写、年報等）は必ず添付してください。また、必要に応じて、事業や施設の概要が記載されている資料も添付することは可とします。なお、外国語の場合には、翻訳も添付してください。
【様式10-①】市の競争入札参加資格がない場合の事前申請に必要となる書類
＊浜松市内に本店を置く場合又は浜松市内の支店・営業所等へ参加等を委任する場合は、入札参加資格審査申請用市税完納証明書の証明願により、証明書（又は、課税がない旨の記載を受けた証明願）を取得し提出してください。
＊証明日は３ヶ月以内の日付とします。
＊申請（発行）窓口は、証明願をご参照ください。
（入札参加資格審査申請用市税完納証明書）
	証明願
平成　　年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　 住所又は所在地
申請者　（商号又は名称）
　　　　　　（代表者）氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 印
代理人　 住所
　　　　　　　 氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
入札参加資格申請のため、下記納税義務者が、前月２０日現在において納期限の到来している市税については、完納していることを証明願います。
記

	納税義務者
	住所又は所在地
	

	
	フリガナ
	

	
	氏名又は名称
	


浜財税証第　　　　　号
記載上の注意事項
	１　申請者
	入札参加資格申請者（代表者）を記載し、代表者印を押印。

	
	

	２　代理人
	窓口に来られる方の住所、氏名を記載。認印を押印（スタンプ印不可）。

	
	※代理人本人の直筆による場合、代理人認印は省略可。

	３　納税義務者
	個人　･･･　自宅住所、氏名
法人　･･･　所在地：本社の所在地
　　　　　 名　称：本社の名称　⇒ ㈱などと略さないこと


　
申請窓口　　浜松市役所収納対策課（元目分庁舎）、税務総務課（本庁舎）
　　　　　　　　北区及び天竜区税務グループ（区役所内）
各区役所区民生活課（中区、北区及び天竜区は除く）
　　　　　　　　協働センター（春野・佐久間・水窪・龍山に限る）
　　※ 受付時間：午前９時～正午、午後１時～４時
証明手数料　　１件　３５０円
　　※ 証明申請時には、身分証明の提示を求められます。免許証等顔の確認できる書類であれば１点、保険証など顔写真が入っていないものであれば２点をご持参願います。
【様式10-②】市の競争入札参加資格がない場合の事前申請に必要となる書類
暴力団排除に関する誓約書
浜松市の浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業のプロポーザル参加にあたり、下記事項について誓約します。
また、浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。
記
１　次に掲げる者のいずれにも該当しません。
　（１）　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　（２）　役員等（誓約者が個人である場合はその者。誓約者が法人である場合はその役員及び契約委任する営業所等の代表者。誓約者が共同企業体である場合はその構成員である法人の役員及び契約委任する営業所等の代表者。以下同じ。）が暴力団員等（法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）と認められる者
　（３）　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に危害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用していると認められる者
　（４）　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者
　（５）　前各号に該当するもののほか、役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者
２　暴力団、暴力団員等、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者が、経営に実質的に関与していることはありません。
３　浜松市との契約に関し、下請負人（下請が数次にわたるときはそのすべてを含む。以下同じ。）
　を使用する場合は、当該下請負人が上記１の各号に該当しないことを確認します。
　
平成　　年　　月　　日
　
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
　　　　　　　　　　　　　（誓約者）
　　　　　　　　　　　　　　本社所在地　　　
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　
　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
【様式11】資格審査の附属資料提出確認書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
資格審査の附属資料提出確認書
	商号又は名称
	

	本事業における役割
	

	附属資料
	応募者
確認
	市確認

	①
	会社概要（パンフレットでも可）
	
	

	②
	登記簿謄本
	
	

	③
	印鑑証明書
	
	

	④
	法人税納税証明書
	
	

	⑤
	消費税及び地方消費税納税証明書
	
	

	⑥
	法人住民税納税証明書（直近2か年分）
	
	

	⑦
	法人事業税納税証明書（直近2か年分）
	
	

	⑧
	有価証券報告書
（ない場合、直近２期分の事業報告及び計算書類（単体及び連結））
	
	

	⑨
	入札参加資格申請用市税完納証明書（市の競争入札参加資格がない場合）
	
	

	⑩
	暴力団排除に関する誓約書（市の競争入札参加資格がない場合）
	
	


※複数の企業にて当該業務を実施する場合には、会社ごとに本様式を作成すること。
※④、⑤は納税証明書（その３の３・「法人税」及び「消費税及び地方消費税」について未納税額のない証明用）一通にて提出することも可とします。
※支店等に委任事項のある場合については当該地に係るものも提出してください。
※各種証明書類は本様式提出日から3か月以内に発行されたもの（写し可）を添付してください。
※必要書類が揃っていることを確認したうえで「応募者確認」欄に「○」をつけてください。該当しない場合には「－」をつけてください。
※有価証券報告書を作成していない会社は、当該会社の株式を５０％以上保有する会社がある場合その会社名と保有割合を申告してください。
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主要工事一覧

（単位：百万円）

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

設備名称 耐用年数

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

↑必要に応じて行を追加してください

小計

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

耐用年数8年

8 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

耐用年数

10

年

10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

耐用年数

15

年

15 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

耐用年数

17

年

17 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

耐用年数

20

年

20 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

合計

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
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設備更新に係る前提（自動計算）

耐用年数

8

年

        

残存価額 取得原価の

5%

（単位：百万円）

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権者負担額

10% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度 未償却残高

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

（単位：百万円）

事業期間に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国庫補助金相当

55% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

繰出金相当（従来分）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（貸借対照表計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（損益計算書計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

長期前払費用残高（累積）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

[image: image7.emf]耐用年数

10

年

（単位：百万円）

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権者負担額

10% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度 未償却残高

平成

30

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0 0.00 0.00

平成

49

年度

0 0.00

（単位：百万円）

事業期間に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国庫補助金相当

55% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

繰出金相当（従来分）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（貸借対照表計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（損益計算書計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

長期前払費用残高（累積）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

[image: image8.emf]耐用年数

15

年

（単位：百万円）

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権者負担額

10% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度 未償却残高

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

（単位：百万円）

事業期間に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国庫補助金相当

55% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

繰出金相当（従来分）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（貸借対照表計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（損益計算書計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

長期前払費用残高（累積）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

 ○義務事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○附帯事業
　（・・・・義務事業の内容・・・・）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１．・・・・１つめの附帯事業の内容・・・・）
[image: image9.emf]事業期間終了以降に係る減価償却費相当額の計算 平成
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年度 平成
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年度 平成

34

年度 平成
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年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成
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年度 平成
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年度 平成

41

年度 平成
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年度 平成
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年度 平成
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年度 平成
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年度 平成
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年度 平成
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年度 平成

48

年度 平成
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年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権者負担額

10% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度 未償却残高

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

（単位：百万円）

事業期間に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国庫補助金相当

55% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

繰出金相当（従来分）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（貸借対照表計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（損益計算書計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

長期前払費用残高（累積）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00


　○任意事業
　（１．・・・・１つ目の任意事業の内容・・・・）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２．・・・・２つ目の附帯事業の内容・・・・）
[image: image10.emf]耐用年数

20

年

（単位：百万円）

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額の計算 平成

30
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13
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15
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16
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18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権者負担額

10% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度 未償却残高

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

（単位：百万円）

事業期間に係る減価償却費相当額の計算 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36
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16
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期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

改築に係る費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国庫補助金相当

55% 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

繰出金相当（従来分）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（貸借対照表計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

30

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

31

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

32

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

33

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

34

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

35

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

36

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

37

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

38

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

39

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

40

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

41

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

42

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

43

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

44

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

45

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

46

年度

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平成

47

年度

0.00 0.00 0.00 0.00

平成

48

年度

0.00 0.00 0.00

平成

49

年度

0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（損益計算書計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

長期前払費用残高（累積）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

集計

事業期間終了以降に係る減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

国庫補助金相当

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

繰出金相当（従来分）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

事業期間に係る減価償却費相当額（損益計算書計上額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

長期前払費用残高（累積）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00


（２．・・・・２つ目の任意事業の内容・・・・）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３．・・・・３つ目の任意事業の内容・・・・）
　（３．・・・・３つ目の任意事業の内容・・・・）
[image: image11.emf]6. 

運営権対価に係る前提（自動計算）

償却年数

20

年

（単位：百万円）

運営権 平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

期首残高

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

償却費

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

期末残高

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権未払金

（単位：百万円）

期首残高

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

一括払い

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

分割払い

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

期末残高

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

 

参加辞退及びコンソーシアム構成員の参加資格喪失等に関する提出書類
【様式13-①】辞退届（応募企業用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
辞退届
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に関する参加資格審査通過者となりましたが、下記の理由により参加を辞退します。
	辞退の理由：



【様式13-②】辞退届（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
辞退届
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に関する参加資格審査通過者となりましたが、下記の理由により参加を辞退します。
	辞退の理由：



【様式14】参加資格喪失等通知書
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
参加資格喪失等通知書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」について、平成　　年　　月　　日付で参加表明を行っていますが、下記の者に係る【参加資格喪失・支配している者の変更・第三者により支配された事実】について通知します。
記
■コンソーシアム構成員
	名　称
	

	所在地
	

	代表者名
	


■通知事由
	該当する事項
	※①資格喪失、②コンソーシアム構成員を支配している者の変更、③コンソーシアム構成員が新たに第三者に支配された事実 より選択し記載すること

	内　容
	※上記で選択した項目について、具体的に記載すること

	該当年月日
	平成　　年　　月　　日


※ 【参加資格喪失・支配している者の変更・第三者により支配された事実】については、該当する事項を除き削除してください。
提案審査に係る審査書類様式集
【様式15-①】提案審査書類提出書（応募企業用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
提案審査書類提出書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業　募集要項」に基づき、提案審査に係る審査書類を添付して提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。
【様式15-②】提案審査書類提出書（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
提案審査書類提出書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業　募集要項」に基づき、提案審査に係る審査書類を添付して提出します。
なお、提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。
【様式16】委任状（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
委任状
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


■構成員
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


※記入欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。また、不要な欄は適宜削除すること。
私達は、下記の企業をグループの代表企業とし、平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」に関し、次の権限を委任します。
＜委任事項＞
１．提案審査書類の提出に関する件
■受任者（代表企業）
	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


【様式17-①】運営権対価提案書（応募企業用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
運営権対価の提案書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業　募集要項」（添付資料を含む。）を承諾のうえ、以下の金額を提案します。
[image: image12.emf]比較対象（使用量はH26年度実績）明細は、年報・月報等参照

単価は、所定の金額を使用してください。

単価

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49

（税抜き）

使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量

電力 kWh 27,525,450 13

27,525,450 27,525,450 27,525,450 27,525,450 27,525,450 27,525,450 27,525,450 27,525,450 26,107,542 25,653,267 25,653,267 25,653,267 25,653,267 23,598,390 23,598,390 23,598,390 23,598,390 23,598,390 23,598,390 23,598,390

重油 Ｌ 304,575 74

304,575 304,575 304,575 304,575 304,575 304,575 304,575 304,575 304,575 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230 7,230

高分子凝集剤 kg 68,735 780

68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735 68,735

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ L 1,054,517 28

1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517 1,054,517

焼却炉流動砂 kg 564,640 15

564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640 564,640

苛性ソーダ L 605,767 30

605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767 605,767

消臭剤 ｔ 240 130,000

240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240 240

①汚泥焼却改築により焼却電力30%削減 ③送風機改築により送風機電力30%削減

②脱水機改築により脱水電力30%削減、焼却重油0

単価

（税抜き）

電力 kWh 13

重油 Ｌ 74

提案額合計 基準額 削減総額

高分子凝集剤 kg 780

－ ＝ -6.9%

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ L 28

焼却炉流動砂 kg 15

苛性ソーダ L 30

消臭剤 ｔ 130,000

【基準値】

単価

（税抜き）

電力 kWh 27,525,450 13

重油 Ｌ 304,575 74

高分子凝集剤 kg 68,735 780

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ L 1,054,517 28

焼却炉流動砂

kg

564,640 15

苛性ソーダ L 605,767 30

消臭剤 ｔ 240 130,000

-715,187,610

削減効果



514,112,940

2,820,705

1,374,700 1,072,266,000

事業期間合計

使用量

9,711,848,110

208,732,170

10,427,035,720

624,000,000



基準年間

使用量

4,800

事業期間合計

金額

6,683,468,220

8,469,600

18,173,010

31,200,000

21,090,340

11,292,800

12,115,340

単位 使用量

提案書Ⅱ－１別紙 ユーティリティ費算定表

590,529,520

169,392,000

363,460,200

10,427,035,720

金額

年間合計

事業期間合計

357,830,850

22,538,550

53,613,300

29,526,476

521,351,786

品名

記載例

運営権対価の額
￥
※金額の記載は、アラビア数字を使用すること。また、金額を訂正した金額提案書は無効となるので、留意すること。
詳細については、提供する【様式17】提案様式Ｉ－３別紙（収支計画案）　Microsoft Excel データに記入すること
【様式17-②】運営権対価提案書（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
運営権対価の提案書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業　募集要項」（添付資料を含む。）を承諾のうえ、以下の金額を提案します。
[image: image13.emf]比較対象（使用量はH26年度実績）明細は、年報・月報等参照

単価は、所定の金額を使用してください。

単価

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49

（税抜き）

使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量 使用量

電力 kWh 27,525,450 13

重油 Ｌ 304,575 74

高分子凝集剤 kg 68,735 780

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ L 1,054,517 28

焼却炉流動砂 kg 564,640 15

苛性ソーダ L 605,767 30

消臭剤 ｔ 240 130,000

単価

（税抜き）

電力 kWh 13

重油 Ｌ 74

提案額合計 基準額 削減総額

高分子凝集剤 kg 780

－ ＝ -100.0%

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ L 28

焼却炉流動砂 kg 15

苛性ソーダ L 30

消臭剤 ｔ 130,000

【基準値】

単価

（税抜き）

電力 kWh 27,525,450 13

重油 Ｌ 304,575 74

高分子凝集剤 kg 68,735 780

次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ L 1,054,517 28

焼却炉流動砂 kg 564,640 15

苛性ソーダ L 605,767 30

消臭剤 ｔ 240 130,000

ユーティリティ費算定表

0

0

0



基準年間

使用量

提案書Ⅱ－１別紙

0

事業期間合計

金額

0

0

0

0

0

0

0

事業期間合計

使用量

0 10,427,035,720 -10,427,035,720

削減効果



0

0

0

357,830,850

22,538,550

53,613,300

29,526,476

品名 単位 年間使用量 金額

事業期間合計 10,427,035,720

8,469,600

18,173,010

31,200,000

年間合計 521,351,786

運営権対価の額
￥
※金額の記載は、アラビア数字を使用すること。また、金額を訂正した金額提案書は無効となるので、留意すること。
詳細については、提供する【様式17】提案様式Ｉ－３別紙（収支計画案）　Microsoft Excel データに記入すること
【様式18-①】要求水準書に関する確認書（応募企業用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
要求水準に関する誓約書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	住所又は
所在地
	

	商号又は
名称
	

	代表者
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」の審査に係る提出書類の一式は、募集要項等に添付された「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業　要求水準書（案）」に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。
【様式18-②】要求水準書に関する確認書（コンソーシアム用）
平成　　年　　月　　日
浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
要求水準に関する誓約書
浜松市水道事業及び下水道事業管理者　宛て
	応募コンソーシアム名
	

	代表企業
	住所又は
所在地
	

	
	商号又は
名称
	

	
	代表者
	㊞


平成２８年５月３１日付で募集要項等の公表がありました「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業」の審査に係る提出書類の一式は、募集要項等に添付された「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業　要求水準書（案）」に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。
【様式19】提案書類様式集
提案書類様式集
※以下は別冊とし、作成要領に基づき作成してください。
１．提案様式
	Ⅰ－１　全体事業計画


本事業に対する方針、特徴、コンセプト等について、基本運営方針の５項目（ア～オ）への提案内容を含めて記載してください。
業務体制等について、以下の内容を含めて記入してください。
	Ⅰ－２　業務体制等


①業務体制についての考え方（方針）と、具体的な体制（コンソーシアムの場合は各構成員（協力企業及び委託先を含む）の役割分担及び体制）
②応募企業又はコンソーシアム各構成員（協力企業及び委託先を含む）の実績（※別紙「実績内容」に記載）
	Ⅰ－３　収支計画等の妥当性


①収支計画の妥当性
※経営、改築、維持管理ごとに具体的に記載してください。
※収支計画の裏付けとなる需要想定などの積算根拠資料を別途提出してください。
②資金調達の基本方針や考え方
※事業当初の出資金・借入金や事業期間中における借入金などの資金調達、その他資金調達面での事業への対応策についての方針や考え方を記載してください。
※資金調達についてのリスク対応について記載してください。
	＜事業当初の資金調達の構成＞

	○出資金
	
	○借入金

	種類
	出資者名
	出資金額
	出資比率
	特記事項
	
	借入先
	借入金額
	借入時期
	借入期間
	借入利率
	返済方法

	議決権株式
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	無議決権株式
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	計
	
	
	
	
	

	※出資比率の分母は、議決権株式は議決権株式発行総額、無議決権株式は議決権株式と無議決権株式の発行総額の合計とすること。


	Ⅰ－４　地域貢献（地域の活性化）


地域貢献について、以下の内容を含めて記入してください。
①地元企業等との連携や協力、地域住民雇用などについて
②地域との連携や協働、地域活性化への取り組みについて
LCCの構成要素のうち、改築に係る費用と維持（運転に係るユーティリティ）に係る費用に関して記載してください。
	Ⅱ－１　ＬＣＣ縮減に関する妥当性


①参考資料「中期改築シミュレーション結果」を参考に全体改築計画（案）（収支計画4設備更新一覧）を作成し下記項目を記載してください。
１）５年間及び全体事業費の概算
改築事業費の上限は、下記のとおり。

２）中期改築シミュレーションと変更した点に関して主要な機器と変更理由。
３）改築工事費を抑制するための工夫。
②全体改築計画（案）の中で、更新対象機器に関して下記項目を記載してください。
１）更新したことで削減できるユーティリティ費総額（※別紙「ユーティリティ費算定表」に記載）
　２）削減効果が高い機器に関して
　　　1.機器名称
　　　2.更新予定時期
　　　3.年間削減額
　　　4.更新後事業期間終了までの削減額
	Ⅱ－２（1）　実水量に応じたポンプ設備の改築技術


西遠浄化センターの主ポンプ設備においては、ポンプ能力に差がありバランスが悪い配置となっています。
No5を予備機と考えると計画能力192ｍ3/分に対し170m3/分と能力が不足し、No5は予備機として過大となります。
No5を予備機としない場合は、No5に対する予備機が無い状況になります。
主ポンプ改築に伴う設計を行うにあたり、下記に関して記載してください。
①ポンプ能力の再配置案とその考え方
②設計時に検討すべき点、改築を実施するにあたり留意する点
	既設主ポンプの設置年度及び仕様

	設備名
	設置年度
	仕様

	№1汚水ポンプ
	1986
	φ350×15m3/分

	№2汚水ポンプ
	1987
	φ500×31m3/分

	№3汚水ポンプ
	1987
	φ700×62m3/分

	№4汚水ポンプ
	1994
	φ700×62m3/分

	№5汚水ポンプ
	2000
	φ1000×124m3/分


	Ⅱ－２（2）　環境負荷低減に繋がる汚泥処理設備の改築技術


西遠浄化センターの汚泥焼却設備の更新に関して、下記について記載してください。
①次期汚泥焼却設備またはそれに代わる設備に関して下記検討を行い、記載してください。
　・設備配置図、汚泥処理工程フロー図（A3横各1枚）
　・機種、設備容量等の仕様
　・改築時期
・改築事業費（汚泥脱水等関連設備含、既設撤去費含）
・年間想定使用電力・燃料、N2O排出量、場外削減量
	　
	単位
	年間使用量
	ｔ-CO2
	備考

	電力
	ｋWh
	
	
	0.497
	kg-CO2/kWh

	A重油
	L
	
	
	2.71
	kg-CO2/L

	N2O排出量
	kg
	
	
	298
	kg-CO2/kg-N2O

	場外削減量
	　
	
	
	　
	　

	排出量合計
	
	
	


提案炉●ｔ-wet、稼動300日/年、●kg-N2O/t-wet
　・焼却灰等の処分または利活用方法（エネルギー利用、バイオマス利用する場合、それぞれ率を記載）
②上記提案設備に関して不測の事態における対処方法、休止中の運用方法及び運用実績
	Ⅱ－２（3）　施設管理業務の効率化に関する中央監視設備の改築技術


西遠浄化センターの水処理施設と汚泥処理施設それぞれにある中央監視設備の更新に関して、中央監視設備改築にともなう設計を行うにあたり、留意すべき点を下記を含み記載してください。
①中央監視設備の方式案と検討すべき項目
②導入するにあたり留意する点
※設計条件：1）改築の範囲は、別紙資料「西遠システム構成図」に示す中央監視装置からコントローラーまでとする。
2）既存建屋を使用する。
	Ⅱ－３（1）　負荷変動に対応する強靭な下水処理


①現有の水処理工程（最初沈殿池・反応タンク・最終沈殿池）において、安定的かつ効率的な水質管理を行うための取り組みについて記載してください。
②今後、集中豪雨に伴う流入水量の急激な増加が想定されます。集中豪雨により流入水量が急激に増える場合の、浄化センター及び浜名中継ポンプ場での対応について記載してください。
	Ⅱ－３（2）　持続性のある汚泥処理


①現有の汚泥処理設備（濃縮・脱水・焼却）において、より効率的な運転を行うための取り組みについて記載してください。
②焼却設備が故障し、停止した場合について、短期停止・長期停止時それぞれの対応を記載してください。
	Ⅱ－３（3）　設備保全及び環境保全のための効果的な対策


設備保全及び環境保全について、以下の内容を記入してください。
①浄化センター及び中継ポンプ場の適切な予防保全計画（点検・修繕）の策定・実施につなげるため、日々の保守・点検データの効果的な蓄積・解析方法についての提案
②浄化センター及び中継ポンプ場の立地周辺環境を保全するための環境負荷低減対策についての提案
	Ⅱ－４（1）　リスクへの対応


地震への対応について、以下の内容を記載してください。
①事前対策としての体制の整備
②震度５弱以上の地震発生時の対応手順
	Ⅱ－４（2）　適正な管理


本事業の運営主体として業務の適正を確保し、維持・向上させるために事業期間を通じて自ら行うモニタリング（セルフモニタリング）について、セルフモニタリング計画案の概要をご記入ください。

２．作成要領

	Ⅱ－３（１）　負荷変動に対応する強靭な下水処理


①現有の水処理工程（最初沈殿池・反応タンク・最終沈殿池）において、安定的かつ効率的な水質管理を行うための取り組みについて記載してください。
　（・・・・・・提案内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・）
②今後、集中豪雨に伴う流入水量の急激な増加が想定されます。集中豪雨により流入水量が急激に増える場合の、
浄化センター及び浜名中継ポンプ場での対応について記載してください。
　（・・・・・・提案内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・）
３．添付資料
実績内容
【経営】
	項目
	内容

	事業名
	

	事業主体（発注者）
	

	事業期間
	　　　年　　月　　日　　～　　年　　月　　日　（　年間）

	契約金額
	

	選定事業者
	

	応募企業名又は
応募コンソーシアム名
	

	応募企業又は
代表企業
	名称
	※上記事業の契約時の名称を記載

	
	所在地
	※上記事業の契約時の所在地を記載

	
	代表者名
	※上記事業の契約時の代表者名を記載

	
	出資割合
	※上記事業の契約時の代表企業の出資割合及び他のコンソーシアム構成員の出資割合を記載

	事業方式
	

	事業の内容
	


※根拠資料として、上記実績について確認できる資料（契約書等の写等）を必ず添付すること。必要に応じて、
事業や施設の概要が記載されている資料を添付することも可とする。なお、外国語の場合には、翻訳も添付
すること。
【改築】
	項目
	機械設備工事
	電気設備工事(※)

	工事種類
	水処理
	汚泥処理
	

	契約金額
	
	
	

	契約日
	
	
	

	発注者
	
	
	

	受注者
	
	
	

	工事名
	
	
	

	工事規模
	万m3/日
	t/日
	


※電気設備については、工事種類は水処理又は汚泥処理のどちらかについて記載すること。水処理について記載す
る場合は、工事種類欄に「水処理」と、工事規模の単位を「万m3/日」と記載して空欄を埋めること。汚泥処理
について記載する場合は、工事種類欄に「汚泥処理」と、工事規模の単位を「t/日」と記載して空欄を埋めること。
※根拠資料として、上記実績について確認できる資料（「コリンズデータ若しくは契約書写し」、「特記仕様書」、
「配置平面図、フロー図等工事範囲が判明するもの」等）を必ず添付すること。

【維持管理】
	項目
	水処理
	汚泥処理

	契約金額
	
	

	契約期間
	
	

	発注者
	
	

	受注者
	
	

	処理場名
	
	

	処理方式
	
	

	処理能力
	m3/日
	t/日

	処理実績
	日最大
	m3/日
	t/日

	
	日平均
	m3/日
	t/日


※根拠資料として、上記実績について確認できる資料（契約書等の写、年報等）を必ず添付すること。必要に応
じて、事業や施設の概要が記載されている資料を添付することも可とする。なお、外国語の場合には、翻訳も
添付すること。


実績内容
【経営】
	項目
	内容

	事業名
	●●市汚泥処理・有効利用事業

	事業主体（発注者）
	●●市

	事業期間
	　平成20年4月1日　　～　　平成35年3月31日　（15年間）

	契約金額
	○○億円

	選定事業者
	株式会社○○

	応募企業名又は
コンソーシアム名
	△△コンソーシアム

	応募企業又は
代表企業
	名称
	株式会社□□

	
	所在地
	東京都××区××丁目××番××号

	
	代表者名
	代表取締役　◇◇　◇◇

	
	出資割合
	　40％（Ａ社：30％、Ｂ社：20％、Ｃ社：10％）

	事業方式
	ＢＴＯ方式

	事業の内容
	下水の汚泥処理と有効利用
　設計、建設、維持管理・運営


※上記の内容を確認できる資料として、契約書等の写しを添付する。
【改築】
	項目
	機械設備工事
	電気設備工事(※)

	工事種類
	水処理
	汚泥処理
	

	契約金額
	△△億円
	△△億円
	△△億円

	契約日
	平成26年6月24日
	平成22年7月1日
	平成21年7月7日

	発注者
	●●市
	●●市
	下水道事業団

	受注者
	株式会社○○
	株式会社○○
	株式会社○○

	工事名
	△△浄化センター
処理設備改築工事
	◇◇浄化センター
焼却機械設備建設工事
	□□浄化センター
水処理設備改築工事

	工事規模
	2.5万m3/日
	200t/日
	3万m3/日


※上記の根拠資料として、「コリンズデータ若しくは契約書写し」、「特記仕様書」、「配置平面図、フロー図等工事
範囲が判明するもの」を添付する。

【維持管理】
	項目
	水処理
	汚泥処理

	契約金額
	△△億円
	△△億円

	契約期間
	平成22年4月1日～
平成27年3月31日（5年間）
	平成23年4月1日～
平成26年3月31日（3年間）

	発注者
	●●市
	●●市

	受注者
	株式会社○○
	株式会社○○

	処理場名
	△△処理場
	△△処理場

	処理方式
	標準活性汚泥法
	循環流動床焼却炉

	処理能力
	50,000m3/日
	50t/日

	処理実績
	日最大
	40,000m3/日
	40t/日

	
	日平均
	30,000m3/日
	30t/日


※ 上記の根拠資料として、契約書等の写し及び年報を添付する。
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※金額の記載は、アラビア数字を使用すること。

浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業

収支計画案及び運営権対価の提案書

　「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業　募集要項」（添付資料を含む。）を承諾

のうえ、以下の金額を提案します。
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期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

営業収益

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

下水道利用料金収入

0.00

附帯事業収入

0.00

任意事業収入

0.00

0.00

0.00

営業費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

維持管理費

0.00

人件費

0.00

租税公課

0.00

減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権償却費

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00

0.00

営業利益/（損失）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

営業外収益

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00

0.00

0.00

営業外費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

支払利息

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00

0.00

経常利益/（損失）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

税引前当期純利益/（損失）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

法人税、住民税及び事業税

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

法人税等調整額

0.00

当期純利益/（損失）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

2. 

キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期 事業期間計

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

営業活動キャッシュ・フロー

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

税引前当期純利益/（損失）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

減価償却費相当額（長期前払費用償却）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権償却費

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

法人税等支払額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00 0.00

未払消費税の増減

0.00

0.00

その他の資産・負債増減

0.00

投資活動キャッシュ・フロー

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

改築に係る費用の支出

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

改築に係る費用の

10

分の

9

相当額（市負担）の受取

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

（控除）事業期間終了以降の減価償却費相当額

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権対価の支払

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

0.00

財務活動キャッシュ・フロー

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

新規借入

0.00

借入返済

0.00

0.00

現金及び現金同等物の増減

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

期首現金及び現金同等物の残高

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

期末現金及び現金同等物の残高

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

3. 

貸借対照表

（単位：百万円）

平成

30

年度 平成

31

年度 平成

32

年度 平成

33

年度 平成

34

年度 平成

35

年度 平成

36

年度 平成

37

年度 平成

38

年度 平成

39

年度 平成

40

年度 平成

41

年度 平成

42

年度 平成

43

年度 平成

44

年度 平成

45

年度 平成

46

年度 平成

47

年度 平成

48

年度 平成

49

年度

第

1

期 第

2

期 第

3

期 第

4

期 第

5

期 第

6

期 第

7

期 第

8

期 第

9

期 第

10

期 第

11

期 第

12

期 第

13

期 第

14

期 第

15

期 第

16

期 第

17

期 第

18

期 第

19

期 第

20

期

2019/3/31 2020/3/31 2021/3/31 2022/3/31 2023/3/31 2024/3/31 2025/3/31 2026/3/31 2027/3/31 2028/3/31 2029/3/31 2030/3/31 2031/3/31 2032/3/31 2033/3/31 2034/3/31 2035/3/31 2036/3/31 2037/3/31 2038/3/31

資産

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

現金及び現金同等物

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

未収入金（事業期間終了以降の減価償却費相当額）

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

長期前払費用

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

負債

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

借入金

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

運営権未払金

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

未払消費税

純資産

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

資本金

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

利益剰余金

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

負債・純資産合計

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

貸借チェック

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

未収入金（事業期間終了以降の減価償却費相当額）

未収入金（事業期間終了以降の減価償却費相当額）













【セルフモニタリング計画案】

セルフモニタリング計画案として、以下の項目を記載してください。記載にあたっては、要求水準書、実施契約、提案書類等の内容と矛盾しないよう、留意してください。
１．セルフモニタリングの方針
モニタリング基本計画の目的を踏まえ、運営権者がセルフモニタリングを行うにあたり、どんな目的をもってどんな姿勢で臨むのか、ＰＤＣＡサイクルを基本としたセルフモニタリングの方針を記載してください。
２．経営についてのセルフモニタリング
　　経営のセルフモニタリングとして、財務管理（収支状況、資金状況）、コンプライアンスについて、以下の点を記載してください。
◇実施体制及び実施手段
・どのような体制と役割分担で臨むのか
　　・セルフモニタリング結果をどのように評価するのか
　◇内容・基準・頻度
・セルフモニタリングの主な具体的項目と達成基準及びその選定根拠
・項目ごとのセルフモニタリングを行う頻度（例：週１回、月１回、四半期に１回･･･）
◇結果の反映方法
　・セルフモニタリング結果を業務改善に役立てるための方法
　・セルフモニタリング手法の見直しの検討の頻度
３．改築業務についてのセルフモニタリング
　　改築業務のセルフモニタリングとして、改築業務全体の工程管理、安全管理、品質管理、受託者・請負人に対する監督について、以下の点を記載してください。
◇実施体制及び実施手段
・どのような体制と役割分担で臨むのか
　　・セルフモニタリング結果をどのように評価するのか
◇結果の反映方法
　・セルフモニタリング結果を業務改善に役立てるための方法。
・セルフモニタリング手法の見直しの検討の頻度
４．維持管理業務についてのセルフモニタリング
維持管理業務についてのセルフモニタリングとして、維持管理計画の立案と改善、運転管理及び保全管理の実施について、以下の点を記載してください。
◇実施体制及び実施手段
・どのような体制と役割分担で臨むのか
　　・セルフモニタリング結果をどのように評価するのか
　◇内容・基準・頻度
・セルフモニタリングの主な具体的項目と達成基準及びその選定根拠
・項目ごとのセルフモニタリングを行う頻度（例：週１回、月１回、四半期に１回･･･）
　◇結果の反映方法
　・セルフモニタリング結果を業務改善に役立てるための方法
　・セルフモニタリング手法の見直しの検討の頻度
５．任意事業についてのセルフモニタリング（任意事業の提案がある場合のみ）
　　提案内容のセルフモニタリングを、どの様に行っていくのか、記載してください。
６．セルフモニタリング結果の情報公開
　◇情報公開の方針
・セルフモニタリング結果の情報公開について、公開する内容（公開レベル）・頻度・方法について記載してください。
　◇外部からの意見への対応方針
・外部の者の意見の窓口、意見の整理・確認方法、意見の検討方法、意見者への対応方針について記載してください。
セルフモニタリング計画案
１．セルフモニタリングの方針
２．経営についてのセルフモニタリング
３．改築業務についてのセルフモニタリング
４．維持管理業務についてのセルフモニタリング
５．任意事業についてのセルフモニタリング
６．セルフモニタリング結果の情報公開

セルフモニタリング計画案
１．セルフモニタリングの方針
　（・・・・方針の内容を記載・・・・）
２．経営についてのセルフモニタリング
　◇実施体制及び実施手段
　　（・・・・実施体制と役割分担の内容・・・・）

　◇内容・基準・頻度
	　　項目
	基準
	基準の選定根拠
	頻度

	財務管理
	収入状況
	調定金額
	調停金額（収入予定額）の確実な入金は、経営の安定に非常に重要なため
	毎月

	
	支出状況
	請求日・請求金額・請求内容との整合性
	請求額の確実な支払いは経営の信用を保つ上で非常に重要であるため
	毎月

	
	資金残高
	支払予定額を満足できる資金残高があるか
	資金ショートは、経営面において、必ず避けねばならない事項であるため
	毎月

	コンプライアンス
	・・・
	・・・
	・・・
	・・・


　◇結果の反映方法
　　（・・・・セルフモニタリング結果を業務改善に役立てるための方法の内容・・・・）
　　（・・・・セルフモニタリングを有効に活用させるために、セルフモニタリング方法についてのどのくらいのスパンで見直しの検討を行うか、また、その理由の内容・・・・）
３．改築業務についてのセルフモニタリング
４．維持管理業務についてのセルフモニタリング
５．任意事業についてのセルフモニタリング
６．セルフモニタリング結果の情報公開
年　　　月　　　日





【提案概要書作成要領】





○提案概要書は、提案の附帯事業及び任意事業について、市の政策方針や既存計画との整合性の観点で、その実施可否を判断する予備的審査を行うために提出を求めるものであり、評価の対象とはならない。なお、提案概要書は、応募者が提出時点で想定する提案の概要を取りまとめたものであり、最終的な提案書の内容を拘束するものではない。また、市は、提案概要書を評価の対象としない。


○記載内容は、義務事業、附帯事業及び任意事業（附帯事業及び任意事業については、提案がある場合。当該提案がなければ、義務事業のみを記載。）


○提案概要書の記載方法については、以下のとおりである。


①提案用紙は、日本工業規格Ａ３（横）とする。


②提案は、上記用紙に片面1枚以内とする。横書きで記載し、余白を上15㎜、下15㎜、左20㎜、右15㎜以上空けること。枠等は特に設けなくても良い。


③最上部に枠囲みでタイトル（ゴシック体　12ポイント）を記載する。　※本項については、既に様式に記載済み


⑤文字のポイント、字体は問わない（但し、タイトルについては、上記④のとおりとする。）。


　⑥図、写真及び表の使用は可能。また、応募者等の個別名称やロゴマークの表記も可とする。


　⑦作成は、カラー又はモノクロのどちらでも可とする。


　⑧提案概要書の様式とは別に、提案内容を補足するための資料（以下「添付資料」という。）の添付も可とする。当該添付資料の作成については、用紙の大きさや枚数等は任意とする。ただし、必ず、紙にて提出のこと（電子媒体等による提出は認めない）。


　⑨提出にあたっては、提案概要書に応募者企業名又は応募コンソーシアム名を記載したＡ４（縦）の表紙を付け、表紙の後に本様式、本様式の後に添付資料を添付して全体を一つにまとめ、表紙の次から通し番号で用紙の中央下にアラビア数字でページを振ること。この際、ページは余白にかかっても構わない。提案書類はＡ４（縦）サイズに折って、書類の左側２ヶ所を止めること。








年　　　月　　　日





記載例

















図





※提案内容のうち、何が義務事業、附帯事業、任意事業であるのかが分かるよう、記載してください。





別途、収支計画案作成





【改築事業費】　	


全体事業費上限額　（単位：百万円）�
27,890�
�



期間上限額�
H30～H34�
H35～H39�
H40～H44�
H45～H49�
�
改築事業費 （単位：百万円）�
5,000�
12,000�
12,000�
12,000�
�
※焼却炉（代替施設含む）の実施は平成35年度以降とすること。


※H30～H34は、市が策定する改築計画に基づき実施





【提案事業費】　	


全体事業費提案額　（単位：百万円）�
�
�



期間提案額�
H30～H34�
H35～H39�
H40～H44�
H45～H49�
�
改築事業費 （単位：百万円）�
�
�
�
�
�
※H30～H34は、市が策定する改築計画に基づき実施





別途、セルフモニタリング計画案作成





【提案書作成要領】


○提案書類（提案様式、添付資料、参考資料）は以下の要領に従い、別冊として17部提出すること。資料は、応募者の個別の名称を記して作成すること。ロゴマークの記載も可とする。ただし、うち7部については下記〔応募者の個別の名称等を伏せた資料〕を参照して、応募者の個別の名称を伏せた資料とすること。





〔共通事項〕


①提案用紙は、日本工業規格Ａ３（横）とする。


②提案は、様式ごとに片面1枚に横書きで記載し、余白を上15㎜、下15㎜、左20㎜、右15㎜以上空けること。枠等は特に設けなくても良い。


③文字は10ポイント以上とする。字体は問わない。


④図、写真及び表（以下「差込資料」という。）の使用は可能。この際、差込資料中の文字は10ポイント以上の制限を設けないが、本文を補完するための必要最小限の範囲とすること。


⑤様式中のレイアウトは任意とする（様式に記載の提案事項の文言についても一行書きにこだわらず、任意の位置で改行してよい。また、改行幅も任意でよい。）。


⑥作成に当たっては、カラー又はモノクロのどちらでも可とする。


⑦本様式の最上部に枠囲みでタイトル（ゴシック体　12ポイント）を記載する。　※本項については、既に様式に記載済み。


⑧提案内容は、評価項目中に小項目（①、②）がある場合は、小項目ごとに記載する。なお、評価項目「Ⅱ－１　ＬＣＣ縮減に関する妥当性」については、小項目の下の細目（ １）、２）、３））ごとに記載すること。


⑨提案書はタイトルの番号順に揃え、クリップ止めにし、Ａ４サイズに蛇腹折りにして提出すること。


⑩表紙はつけないこと。


⑪提出にあたっては、本様式に以下を添付すること。なお、以下の様式の作成要領については、各様式の指示に従うこと。


1.評価項目「Ⅰ－２　業務体制等」の別紙として「実績内容」（別途様式あり）


2.評価項目「Ⅰ－３　収支計画等の妥当性」の別紙として「浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業収支計画案及び運営権対価の提案書」（以下「収支計画案」という。）（別途様式あり）


3.評価項目「Ⅱ－１　ＬＣＣ縮減に関する妥当性」の別紙として「ユーティリティ費算定表」（別途様式あり）


4.評価項目「Ⅱ－２（2）環境負荷低減に繋がる汚泥処理設備の改築技術」の別紙として「設備配置図」「汚泥処理フロー図」（上記①～⑥の記載要領で記載。枚数は各図面1枚。）


5.評価項目「Ⅱ－４（2）適正な管理」の別紙として「セルフモニタリング計画案」（別途様式あり）


⑫参考資料として①～⑥の作成要領で作成したものを最大15枚まで添付することができる。15枚の内訳は、応募者の任意による。


※提案書の構成及び枚数制限は右記のとおり：提案様式（13枚）、⑪の添付資料（枚数は各様式の指示による）、参考資料（最大15枚） 


⑬提案用紙がＡ３の提案様式については提案書の右下に、Ａ４については提案書の中央下にアラビア数字でページを振ること。ページを振る位置は、上記②の余白にかからないこと。字体については上記③と同じとする。ページ番号については、評価項目「Ⅰ－1　全体事業計画」を先頭に評価項目の番号順に振ることとする。別紙については、評価項目「Ⅰ－２　業務体制等」の後に別紙「実績内容」（実績内容の根拠資料含む）、評価項目「Ⅰ－３　収支計画等の妥当性」の後に別紙「収支計画案」、評価項目「Ⅱ－１　ＬＣＣ縮減に関する妥当性」の後に別紙「ユーティリティ費算定表」、評価項目「Ⅱ－２（2）環境負荷低減に繋がる汚泥処理設備の改築技術」の後に別紙「設備配置図」「汚泥処理フロー図」の順で、評価項目「Ⅱ－４（2）適正な管理」の後に別紙「セルフモニタリング計画案」を添付して、先頭ページを1として、1からの通し番号で記入すること。この時、評価項目「Ⅱ－２（3）施設管理業務の効率化に関する中央監視設備の改築技術」の別紙資料「西遠システム構成図」の添付は不要である。


⑭上記⑬で作成した提案書については、各評価項目の先頭ページ（本様式が各評価項目の先頭ページとなる）に、評価項目の番号（例：Ⅰ－１、Ⅱ－２(2)）を記した見出しをつけること。





〔応募者の個別の名称等を伏せた資料〕


応募者を特定できないよう以下の点を守って作成すること。


①差込資料中に社名、ロゴマーク等を記載してはならない。


②文章中の企業名については匿名で表記すること。ただし、匿名企業の業務体制における関係性は認識できるように表記すること。また、地元企業（地元企業＝浜松市内に本社を置く企業。ただし、融資等の資金調達面で事業参画する金融機関等については、静岡県内に本社（本店）を置く企業を地元企業とする。）については、これと分かるよう表記すること。表記の方法は、下表のとおりする。


種類�
表記方法（地元企業以外）�
表記方法（地元企業）�
�
応募企業�
応募企業�
地元応募企業�
�
コンソーシアム�
代表企業�
代表企業�
地元代表企業�
�
�
構成員（代表企業除く）�
構成員Ａ、構成員Ｂ、構成員Ｃ・・・�
左記で構成員Ｂが地元企業の場合　構成員Ａ、地元構成員Ｂ、構成員Ｃ・・・�
�
協力企業�
協力企業Ａ、協力企業Ｂ、協力企業Ｃ・・・�
左記で協力企業Ｂが地元企業の場合　協力企業Ａ、地元協力企業Ｂ、協力企業Ｃ・・・�
�
委託先企業�
委託先企業Ａ、委託先企業Ｂ、委託先企業Ｃ・・・�
左記で委託先企業Ｂが地元企業の場合　委託先企業Ａ、地元委託先企業Ｂ、委託先企業Ｃ・・・�
�
資金調達面で参画する金融機関等�
金融機関Ａ、金融機関Ｂ、金融機関Ｃ・・・�
左記で金融機関Ｂが地元企業の場合　金融機関Ａ、地元金融機関Ｂ、金融機関Ｃ・・・�
�
コンソーシアム構成員かつ


資金調達面で参画する金融機関等�
構成員金融機関Ａ、構成員金融機関Ｂ、構成員金融機関Ｃ・・・�
左記で構成員金融機関Ｂが地元企業の場合　構成員金融機関Ａ、地元構成員金融機関Ｂ、構成員金融機関Ｃ・・・�
�
　※応募企業、コンソーシアム、代表企業、コンソーシアム構成員の定義は、募集要項P18 ３(1)を参照


　※「構成員Ａ」、「構成員Ｂ」、「構成員Ｃ」・・・の表記方法は、「構成員」の後にアルファベット順にアルファベットを大文字で表記。協力企業、委託先企業、資金調達面で参画する金融機関等についても同様


　※協力企業とは、コンソーシアム構成員ではないが、事業期間を通じて本事業の運営に関わる企業のこと（応募企業に対する協力企業についても同様に、事業期間を通じて本事業の運営に関わる企業のこと）








記載例





提案書Ⅰ－２別紙





様式





【作成要領】





１．作成に当たっては、本様式を使用すること（提案用紙作成要領〔共通事項〕①②を準用）。様式中の字体は「明朝体 10.5ポイント」とし、片面刷りでモノクロとする。


２．記載にあたっては、適宜、行間を変えても良い。但し、記載事項が【経営】、【改築】、【維持管理】の単位でまとまるようにする（例えば、【改築】の記載事項がページの左と右で別れないようにする）こと。


３．記載にあたっては、様式中に記載されている注釈で不要な部分を削除すること（記載例を参照）。


４．根拠資料の作成は、Ａ３又はＡ４ 両面刷りとする。提出にあたっては、Ａ４（縦）用紙に横書きで応募企業名又は応募コンソーシアム名を記載し、【経営】、【改築】、【維持管理】の根拠資料ごとに中表紙を添付し、各々、中表紙に【経営】、【改築】、【維持管理】と表記する。また、各々の中表紙には、【経営】、【改築】、【維持管理】と記載した見出しをつけ、左辺を２ヶ所とめること。この際の字体や綴じ方は任意とする。


５．根拠資料の提出は１部のみとする。





提案書Ⅰ－２別紙





記載例





様式





様式





提案様式Ⅱ－２(3)別紙資料「西遠システム構成図」





提案様式Ⅱ－２(3)別紙資料「西遠システム構成図」





提案書Ⅱ－４(2)別紙





様式





【セルフモニタリング計画案作成要領】





　○提案様式「Ⅱ－４（2）適正な管理」において、応募者にセルフモニタリング計画案の提出を求めています。


　○作成に当たっては、以下の要領によることとします。


①提案用紙は、日本工業規格Ａ３（横）とする。


②提案は、片面に横書きで記載し、余白を上15㎜、下15㎜、左20㎜、右15㎜以上空けること。枠等は特に設けなくても良い。


③文字は様式に記入済みの箇所以外は「明朝体10.5ポイント」とする。


④図、写真及び表（以下「差込資料」という。）の使用は可能。この際、差込資料中の文字は上記③の制限を設けないが、本文を補完するための必要最小限の範囲とすること。


⑤作成はモノクロのみとする（カラー不可）。


⑥提案は、用紙は5枚以内とする。








提案書Ⅱ－４(2)別紙





記載例











（例）実施体制と役割分担図









